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1 はじめに 

地方公共団体における会計制度（官庁会計）は，単年度の収支状況を明らかにすることに

主眼が置かれ，収入と支出を現金の受け渡し時点で認識する現金主義を採用しており，また，

作成する決算書は，単年度会計による単式簿記を用いた収支決算に基づいています。 

しかし，単式簿記・現金主義会計では，その年にどのような収入があり，それをどのように

使ったかといった現金の動きがわかりやすい反面，これまでに整備してきた資産や将来返済

しなければならない負債などのストック情報，減価償却費などのコスト情報といった，長期的

かつ総合的な情報が不足しているという側面がありました。 

そこで，平成 18 年に総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進

のための指針」に基づき，発生主義の活用と複式簿記の考え方の導入を図り，普通会計及

び公営企業・第三セクター等を含めた連結ベースでの財務 4 表を，「総務省基準モデル」また

は「総務省方式改定モデル」により整備することとなりました。 

 

2 龍ケ崎市の取組 

 龍ケ崎市においては，既に平成 11年度から企業会計的手法を導入し，貸借対照表（バラン

スシート）および行政コスト計算書を作成･公表していましたが，平成 20 年度決算からは，地

方公会計改革に基づく「総務省方式改訂モデル」による財務書類の作成に移行し，平成21年

度決算以降は「総務省基準モデル」での財務書類を作成してきました。 

これまで，多くの地方公共団体が財務書類の作成及び公表に取り組んできましたが，地方

公共団体ごとに，「総務省方式改訂モデル」や「総務省基準モデル」等財務書類の作成方式

が違うため，各地方公共団体間での財政状況の比較・分析が難しいとの指摘もなされてきま

した。 

そこで，総務省は，平成 27 年 1 月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進につい

て（総務大臣通知）」を示し，原則として全ての地方公共団体が平成 27年度から平成 29年度

までの 3 年間で，当該基準による財務書類を作成するよう要請しました。この要請を受け，龍

ケ崎市においても平成 28年度決算より，統一的な基準による財務書類を作成しました。 

これまでも，龍ケ崎市では，財務書類を分析・公表してきましたが，今後は，特に類似の他

団体との比較を行うことが可能となることから，市の財政状況をより客観的に分析した上で課

題等も明らかにし，更なる財政健全化の取組を進めていきます。 

 

3 対象とする会計の範囲 

 普通会計である一般会計等，特別会計を含めた全体会計，市が加入する一部事務組合及

び広域連合，出資比率が一定以上の第三セクター等を連結会計の対象としています。 

 

 



2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 財務 4表について 

（1）財務 4表とは  

○貸借対照表（BS） 

   公共サービスを提供するために保有している財産（資産）と，その資産をどのような財源

（負債・純資産）で築いてきたかを総括的に対照表示した財務書類です。表内の資産合計

額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し，左右のバランスが取れていることか

ら「バランスシート」とも呼ばれています。 

○行政コスト計算書（PL） 

    4月 1日から翌年 3月 31日までの 1年間の行政活動のうち，福祉活動やごみの収集と

いった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と，その行政サービスの直接の

対価として得られた財源を対比させた財務書類です。 

○純資産変動計算書（NW） 

   貸借対照表の「純資産の部」に計上されている各数値が 1 年間でどのように変動したか

を表している財務書類です。 

○資金収支計算書（CF） 

   歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる3つの活動区分に分け，どのような活動

に資金が必要であったかを表示した財務書類です。 

 

 

 

 

 

連結会計 

 

全体会計 

・一般会計 

・障がい児支援サービス事業

特別会計 

 

一般会計等 

・国民健康保険事業特別会計 

・公共下水道事業特別会計 

・農業集落排水事業特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・後期高齢者医療事業特別会計 

・介護サービス事業特別会計 

・工業団地拡張事業特別会計 

＜一部事務組合・広域連合＞ 

・茨城租税債権管理機構 

・茨城県後期高齢者医療広域連合 

・茨城県市町村総合事務組合 

・茨城県南水道企業団 

・龍ケ崎地方塵芥処理組合 

・龍ケ崎地方衛生組合 

・稲敷地方広域市町村圏事務組合 

・利根川水系県南水防事務組合 

＜第三セクター＞ 

・（公財）龍ケ崎市まちづくり・文化財団 

・（福）龍ケ崎市社会福祉協議会 
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＜財務書類（4表）の相互関係＞ 

 

             【貸借対照表】                      【行政コスト計算書】 

 

 

 

 

 

    

 

            【資金収支計算書】                     【純資産変動計算書】 

                         

 

 

 

 

 

 

 

（2）作成基準等 

令和 2年 3月 31日を作成基準日としています。 

出納整理期間（令和 2 年 4 月 1 日から令和 2 年 5 月 31 日）の入出金は，令和 2 年 3 月

31日までに終了したものとして処理しています。 

 

 借方       貸方 

資産       負債 

 

現金預金 

純資産 

前年度末純資産残高 

財源 

純行政コスト（△） 

固定資産等の変動 

固定資産形成分 

余剰分（不足分） 

本年度末純資産残高 

業務活動収支 

投資活動収支 

財務活動収支 

 

前年度末資金残高 

 

本年度末資金残高 

経常費用・経常収益 

臨時損失・臨時利益 

 

純経常費用 

（純行政コスト） 



5　令和元年度財務書類でみる龍ケ崎市の財政状況

○貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet）

（単位：百万円）

1 固定資産 1 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

インフラ資産 引当金

物品 その他固定負債

無形固定資産

投資その他資産 2 流動負債

長期延滞債権

長期貸付金 賞与等引当金

基金 預り金

その他流動負債

2 流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金 余剰分(不足分)

棚卸資産 他団体出資等分

その他流動資産

※表示単位未満を四捨五入しているため，合計額と一致しない場合があります。

資産合計

負債合計

負債及び純資産合計
前年度負債及び純資産合計

未払金及び未払費用

前受金及び前受収益

投資及び出資金

投資損失引当金

徴収不能引当金

年度末（令和2年3月31日）に保有する「資産」，「負債」，「純資産」を表示したもので，これまでの負担と将来の負担のバラ

ンスを見ることができます。

左側の「資産の部」には，これまでに形成してきた将来の世代に引き継ぐ社会資本（学校，公園，道路など）や，投資，基

金など将来現金化することが可能な財産といった，市が保有する資産の内容や額を記載しています。

　右側の「負債の部」及び「準資産の部」は，資産を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。

負債は，地方債や退職給付引当金など，今後負担すべき債務であることから，将来世代の負担ととらえることができ，一

方，純資産は，今後負担する必要のない資産，つまり，過去の世代や国・県が負担した分となります。

31 31 37

-

△25,583 △37,034 △42,011

2

275 303

46,34739,978

- - 162

97,392 114,079

全体会計

2,428 3,570

純資産の部

401 792

- 64

- -

一般会計等 全体会計 連結会計

資産の部

一般会計等

219

その他投資その他の資産

負債の部

1年内償還予定地方債等

79,626 93,638 109,965

連結会計

3,719

401

△55 △61

- - 60

24

1

5,025 5,709 8,054

138

76,889 89,929 103,638

29,015 29,021

47,437 60,463

34,803

67,675

437 444 1,160

30 40 97

2,707 3,670 6,230

112 294

4,113

296

26,854

△24

83

- - -

24 24

83,380

138

2,447 3,254 5,867

△13 △40 △40

559

2 2 2

3,752

龍ケ崎市はこれまでに，846億5,100万円（一般会計等），993億4,700万円（全体会計），1,180億1,900万円（連結会計）の資
産を形成してきました。

このうち，純資産である577億9,700万円（一般会計等），603億5,800万円（全体会計），722億3,000万円（連結会計）につい
ては，過去の世代や国・県の負担により既に支払いが済んでおり，残りの268億5,400万円（一般会計等），389億8,900万円
（全体会計），457億8,900万円については，負債として，将来の世代が負担していくことになります。

前年度と比較すると，資産合計は△24億7,200万円（一般会計等），△22億9,800万円（全体会計），△20億6,800万円（連
結会計）といずれの会計も減少しています。一般会計等においては，文化会館などの改修工事や小中学校特別教室への
空調機設置工事等による資産の取得より減価償却による価値の減少が上回ったことや，基金の取崩しによる減少が要因
です。負債合計は，△8億2,000万円（一般会計等），△9億8,900万円（全体会計），△5億5,800万円（連結会計）となっていま
す。減少の主な要因は，償還の進捗による地方債等の減少や退職手当引当金の減少です。

これまでに形成した資産と，将来の市民負担となる負債を市民1人当たりに換算すると，110万円の資産に対し35万円の
負債（一般会計等），129万円の資産に対し51万円の負債（全体会計），153万円の資産に対し59万円の負債（連結会計）と
なっています。

120,087101,645

84,651 99,347

固定資産等形成分

3,752

- -

1,152 1,241 2,978

- 393 404

143 377

34,683 40,774

20,334 30,924 32,865

1,364 1,364 1,364

23,901

2,144 2,337 4,688

58 58 1,857

2,953 4,306 5,015

57,797徴収不能引当金

118,019

純資産合計

118,019

前年度資産合計 87,123 120,087101,64587,123

84,651 99,347

27,674

45,78938,989

前年度負債合計

73,74161,66759,449前年度純資産合計

72,23060,358

貸借対照表から分かること
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○行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement）

（単位：百万円）

経常費用

業務費用

① 人件費

② 物件費等

（うち，減価償却費）

③ その他の業務費用

移転費用

① 補助金等

② 社会保障給付

③ 他会計への繰出金

④ その他

経常収益

① 使用料及び手数料

② その他

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

純経常費用（純行政コスト）

前年度純経常費用（純行政コスト）
 

※表示単位未満を四捨五入しているため，合計額と一致しない場合があります。

4,565

802

8,449

342 590

一般会計等 全体会計 連結会計

4,535

10,670

4,565

23,244

令和元年度の経常費用から，経常収益を差し引いた純経常行政コストは，232億600万円（一般会計等），348億4,800万
円（全体会計），417億2,700万円（連結会計）です。そこに臨時損失と臨時利益の差額を加えた純行政コストは，232億400
万円（一般会計等），348億4,600万円（全体会計），417億1,000万円（連結会計）となりました。

一般会計等の業務費用は，減価償却費を含む物件費の増を退職手当引当金の減を主な要因とした人件費等の減が上
回り，前年度より減少しました。一方，移転費用は，常磐線佐貫駅駅名改称事業やいきいき茨城ゆめ国体の開催等による
補助金等の増，介護保険事業特別会計等への繰出金の増により，増加しました。経常収益は，スポーツ振興くじ助成金の
増等で増加しましたが，純経常行政コストは，前年度と比べ2億8,900万円増加しました。この不足分は，市税や地方交付税
などの一般財源，国県補助金などで賄っています。

また，「経常費用」と「経常収益」を対比することにより，行政コストのうち，受益者が負担している割合である「受益者負担
比率」が分かります。それぞれ，3.9％（一般会計等），5.7％（全体会計），8.1％（連結会計）となっています。

24,147

12,020

36,954

4,489 5,909

7,555

45,426

13,529 17,381

3,235 3,826

4,123

1年間の行政経営コストのうち，福祉サービスやごみの収集にかかる経費など，資産形成につながらない行政サービスに
要したコストを，人件費，物件費等，その他の業務費用，移転費用に区分して表示したもので，民間企業の損益計算書に

あたります。これらの費用から，使用料等を差し引いたものが，純経常行政コスト（毎年度，継続的に発生するもの）となり

ます。さらに，臨時損失と臨時利益の差額を加えたものが純行政コストとなります。

　なお，純行政コストは，純資産変動計算書の「純行政コスト（△）」と連動します。

-

12,126 23,425 28,045

4,815 18,652

4,565

2,596 -

325 1,415

150 208

1,002

23,206 34,848 41,727

235

941 2,106 3,699

2,697

15 15 30

13

23,204 34,846

13 13

616 691

41,710

22,914 34,795 41,354

行政コスト計算書から分かること
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○純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth statement）

（単位：百万円）

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

※表示単位未満を四捨五入しているため，合計額と一致しない場合があります。

-

-18 -18 -18

30 30 113

-

- - -

-

△1,511

72,230

- 23

-

- - -

5,570 12,520 15,876

△ 1,664 △ 1,320 △ 1,629

△23,204

21,540

△34,846 △41,710

33,525 40,081

15,970 21,006 24,206

　純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が令和元年度中にどのように増減したか，あるいは
その内部構成はどのように変動したかを表示したもので，民間企業の株主資本等変動計算書に相当します。
　期末残高は，貸借対照表の純資産の合計と連動し，また，純行政コストの額は，行政コスト計算書の純行政コストと連動
します。

当期変動額

期末純資産残高

△1,652

57,797

△1,308

60,358

全体会計 連結会計

平成30年度末から令和元年度末までの1年間で，純資産はそれぞれ，16億5,200万円減少し577億9,700万円（一般会計
等），13億800万円減少し603億5,800万円（全体会計），15億1,100万円減少し722億3,000万円（連結会計）になりました。こ
れを，市民一人あたりに換算すると，75万円（一般会計等），78万円（全体会計），94万円（連結会計）となっています。

純行政コストには，有形固定資産の１年間の価値の減少分である「減価償却費」を，32億3,500万円（一般会計等），38億
2,600万円（全体会計），45億3,500万円（連結会計）含みます（Ｐ.5参照）。これは，耐用年数に基づく会計期間中の資産価値
の減少であり，現金支出を伴わないものですが，１年間，当該資産を行政サービスとして使用したことによるコストととらえ
ているためです。

期首純資産残高 59,449 61,667 73,741

一般会計等

純資産変動計算書から分かること
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○資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement）

（単位：百万円）

1 業務活動収支

業務支出

① 業務費用支出

（うち，支払利息支出）

② 移転費用支出

業務収入

① 税収等収入

② 国県等補助金収入

③ 使用料及び手数料収入

④ その他の収入

臨時支出

臨時収入

2 投資活動収支

投資活動支出

① 公共施設等整備費支出

② 基金積立金支出

③ その他の支出

投資活動収入

① 国県等補助金収入

② 基金取崩収入

③ その他の収入

3 財務活動収支

財務活動支出

① 地方債等償還支出

② その他の支出

財務活動収入

① 地方債等発行収入

② その他の収入

※表示単位未満を四捨五入しているため，合計額と一致しない場合があります。

令和元年度の資金収支は，2億7,000万円（一般会計等），2億7,100万円（全体会計），3億1,600万円（連結会計）となりまし
た。その結果，令和元年度末資金残高は，それぞれ11億2,000万円（一般会計等），12億1,000万円（全体会計），29億4,700
万円（連結会計）となりました。

「業務活動収支」が13億800万円（一般会計等），18億4,400万円（全体会計），24億9,100万円（連結会計），「投資活動収
支」が△2億9,800万円（一般会計等），△5億円（全体会計），△14億4,300万円（連結会計）となっています。地方債等借入
関連を除いた収入と支出のつり合いを表す「基礎的財政収支（プライマリーバランス）」は，4億5,600万円（一般会計等），10
億2,700万円（全体会計），5億5,000万円（連結会計）となります。

財務活動収支は，地方債の発行収入よりも償還支出のほうが上回っており，償還が進んでいるといえます。業務活動収
支の黒字分が投資活動収支に充当され，さらにその余剰分が地方債の償還に充当されたということがいえます。

比例連結割合変更に伴う差額

15,896 20,883 24,054

全体会計

5,491

12,126 23,285 27,907

22,319 35,199

54 64

△ 739

- -

連結会計

1,164

1,129

1,953

(3)

(4)

250

1,953 2,762

1

3,834 3,973

2,450 3,592 3,723

3,241

894 902

1,398

△ 1,072 △ 732

- - -

242 242

2,762 3,241

2,692

54

20 20 20

1,027 1,158 1,447

79 202 219

2,567

176 240 303

△ 298 △ 500 △ 1,443

1,326 1,658 2,890

- - 15

326 1,324 2,578

606 674 948

一般会計等

8,884

12,317 15,685

346 363

1,844 2,491

43,265

本年度末資金残高

316本年度資金収支額

- --

1,120 1,210 2,947

前年度末資金残高 850 939 2,631

1,308

21,010 40,78833,355

164

270 271

10,070 12,881

1年間の資金の増減を，業務活動収支（行政サービス活動に伴う収入と支出），投資活動収支（公共施設整備や基金等
の資産形成への支出とその財源となった収入），財務活動収支（地方債の元金償還分の支出と地方債の発行収入等）に
区分して残高を表示したもので，民間企業のキャッシュ・フロー計算書に相当し，どのような活動に資金が必要であったか
を表しています。

(1)

(2)

(1)

(2)

(2)

(1)

資金収支計算書から分かること
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6　令和元年度　龍ケ崎市財務書類（総括）

令和元年度の龍ケ崎市財務書類4表（一般会計等・全体会計・連結会計）の相互関係については以下のとおりとなります。

○貸借対照表 （単位：百万円） ○行政コスト計算書 （単位：百万円）

1 固定資産 1 固定負債 経常費用
有形固定資産 地方債等 業務費用

事業用資産 長期未払金 ① 人件費
インフラ資産 引当金 ② 物件費等
物品 その他固定負債 （うち，減価償却費）

無形固定資産 ③ その他の業務費用
投資その他資産 2 流動負債 移転費用

① 補助金等
② 社会保障給付

長期延滞債権 ③ 他会計への繰出金
長期貸付金 賞与等引当金 ④ その他
基金 預り金 経常収益

その他流動負債 ① 使用料及び手数料
② その他

2 流動資産 純経常行政コスト
現金預金 臨時損失
未収金 臨時利益
短期貸付金 固定資産等形成分
基金 余剰分(不足分)
棚卸資産 他団体出資等分

その他流動資産

○純資産変動計算書 （単位：百万円）
※現金預金には歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは完全に一致しません。

○資金収支計算書 （単位：百万円）
純行政コスト（△）
財源

1 業務活動収支 税収等
(1) 業務支出 国県等補助金

① 業務費用支出 本年度差額
（うち，支払利息支出） 固定資産等の変動（内部変動）

② 移転費用支出 有形固定資産等の増加
(2) 業務収入 有形固定資産等の減少

① 税収等収入 貸付金・基金等の増加
② 国県等補助金収入 貸付金・基金等の減少
③ 使用料及び手数料収入 資産評価差額
④ その他の収入 無償所管換等

(3) 臨時支出 他団体出資等分の増加
(4) 臨時収入 他団体出資等分の減少

2 投資活動収支 比例連結割合変更に伴う差額
(1) 投資活動支出 その他

① 公共施設等整備費支出
② 基金積立金支出
③ その他の支出

(2) 投資活動収入
① 国県等補助金収入
② 基金取崩収入
③ その他の収入

3 財務活動収支
(1) 財務活動支出

① 地方債等償還支出
② その他の支出

(2) 財務活動収入
① 地方債等発行収入
② その他の収入

※現金預金には歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは完全に一致しません。

3,241
-

316

2,631

2,947

-

△ 1,443
2,890
2,567

303
20

1,447
219

3,973
3,723

投資及び出資金
投資損失引当金

徴収不能引当金
その他投資その他の資産

徴収不能引当金

1年内償還予定地方債等

未払金及び未払費用
前受金及び前受収益

連結会計
一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計
資産の部 負債の部

一般会計等 全体会計

24,147 36,954 45,42679,626 93,638 109,965 23,901 34,683 40,774

5,9091,364 1,364 1,364
7,555 8,449 10,670

13,529 17,38120,334 30,924 32,865
4,123 4,489

12,020103,638

3,235 3,826 4,53558 58 1,857
342

47,437 60,463 67,675 2,144 2,337 4,688

28,0452,953 4,306 5,015
4,815 18,652 23,244

590 802
12,126 23,425

3,719
4,565 4,565 4,565219 401 792

138 138 83 2,428 3,570

208 235275 303 401
2,596 - -- - 2

150
941 2,106 3,699

- - 64 325
2,447 3,254 5,867 31 31 37

△40△40
691 1,002

1,415 2,697

負債合計 26,854 38,989 45,789
616

13 13 13

△25,583 △37,034 △42,011

41,727

83,380 97,392 114,079

純資産の部

23,206 34,848

純経常費用（純行政コスト） 23,204 34,846 41,710

15 15 30

純資産合計 57,797 60,358 72,230

- 393 404 - - 162

99,347 118,019

一般会計等 全体会計 連結会計

資産合計 84,651 99,347 118,019 負債及び純資産合計 84,651

一般会計等 全体会計 連結会計

1,308 1,844

期首純資産残高 59,499 61,667 73,741

△23,204 △34,846 △41,710

2,491

(164) (346)

21,540 33,525 40,081

21,010 33,355
8,884 10,070

5,570 12,520 15,876
15,970 21,006 24,206

△ 1,664 △ 1,320 △ 1,629
40,788
12,881
(363)

15,896 20,883
22,319 35,199
12,126 23,285 27,907

43,265
24,054

- - -- -
30 30606 674 113

326 1,324
5,491 12,317

- - -
15,685
2,578

948
1

-18 -18 -18

- - -

242

1,027 1,158

- - 23

894 902

1,129 1,398

- -

1,164
64

△ 732

△ 298 △ 500
15

1,953 2,762

△1,511

2,692 3,834
2,450 3,592

期末純資産残高 57,797 60,358

当期変動額 △1,652 △1,308

54 54
△ 739 △ 1,072

72,230

242 250
3,241

本年度末資金残高 1,120 1,210

本年度資金収支額 270 271

前年度末資金残高 850 939

比例連結割合変更に伴う差額 --

1,953 2,762
- -

1,160444437
974030

24

79 202

20 20
176 240

1,326 1,658

60--

4,1133,752

89,92976,889
34,80329,02129,015

1,152 1,241 2,978

6,2303,6702,707

---

△13
1--

296294112
2424

3,752

△61△55△24

8,0545,7095,025

222
559377143
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7　令和元年度財務書類に基づく分析指標
※県内平均は，平成30年度決算における数値を用いています。

Ⅰ

1 市民一人当たり資産額

【算出方法】
〔資産合計／住民基本台帳人口〕

※

※ (　)は対前年度比

2 歳入額対資産比率

【算出方法】
〔資産合計／歳入合計〕

※ (　)は対前年度比

3 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

【算出方法】
〔有形固定資産の減価償却累計額／取得価格等〕

※ (　)は対前年度比

Ⅱ

1 純資産比率

【算出方法】

〔純資産／総資産〕

※ (　)は対前年度比

県内5～10万人平均 56.8％ 52.3％ -

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

会計

龍ケ崎市

2.33年（△0.13年）
県内5～10万人平均   3.17年 　　  2.74年 -

全体会計 連結会計

110万円（△2万円） 129万円（△2万円） 153万円（△2万円）
127万円 174万円 -

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

61.2％(△0.2％)

世代間公平性・・・「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表す指標

企業会計でいう「自己資本比率」に相当し，この比率が高いほど財政状況が健全であると
いわれていますが，総資産のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合であるかを表す
目安です。

60.6％ -
龍ケ崎市 68.3％(＋0.1％) 60.8％(＋0.1％)

有形固定資産について，一定の耐用年数により減価償却を行った結果として，資産の取得
からどの程度経過しているかを全体として把握することができる指標で，100％に近いほど，
老朽化の程度が高いことになります。

龍ケ崎市 3.24年（△0.23年） 2.48年（△0.12年）

県内5～10万人平均 68.2％

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

資産形成度・・・「将来世代に残る資産はどれくらいあるか」を表す指標

　資産額を市民一人ひとりに分配するといくらになるのかを表します。

住民基本台帳人口は平成31年1月1日現在77,560人，令和2年1月1日現在77,222人を用
いています。

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより，これまでに形成されたス
トックとしての資産が，歳入の何年分に相当するかを表し，地方公共団体の資産形成度の度
合いを測ることができます。

60.1％(＋1.8％) 60.1％(＋1.7％)龍ケ崎市     60.9％(＋1.8％)

県内5～10万人平均

一般会計等
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2 社会資本等形成の世代間負担比率

【算出方法】
〔地方債合計－特例地方債／公共資産（有形固定資産＋無形固定資産）〕

※ (　)は対前年度比

Ⅲ

1 市民一人当たり負債額

【算出方法】
〔負債合計／住民基本台帳人口〕

※

※ (　)は対前年度比

2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

【算出方法】
〔業務活動収支＋支払利息支出＋投資活動収支＋基金積立支出-基金取崩収入〕

※ (　)は対前年度比

3 債務償還可能年数

【算出方法】

〔（将来負担額－充当可能財源）／
（経常一般財源等（歳入）-経常経費充当可能財源等）〕

※ (　)は対前年度比

県内5～10万人平均 △1億4,300万円 4億4,920万円 -

全体会計 連結会計

住民基本台帳人口は平成31年1月1日現在77,560人，令和2年1月1日現在77,222人を用
いています。

　地方債等の元利償還額を除いた歳出と，地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示
す指標であり，プライマリーバランスが均衡している場合には，経済成長率が長期金利を下
回らない限り，経済規模に対する地方債等の比率は増加せず，持続可能な財政運営と言え
ます。

会計

龍ケ崎市
4億5,600万円

（△1億6,200万円）
10億2,700万円

（△2億1,000万円）
5億5,000万円

（△7億400万円）

一般会計等

龍ケ崎市 11.6％(△0.2％)
会計 一般会計等

一般会計等

持続可能性・・・「財政に持続可能性があるか（どのくらい借入があるか）」を表す指標

　将来世代が負担する一人当たりの公債費や引当金等の額を表します。

全体会計 連結会計

県内5～10万人平均 40万円 69万円

5.11年（△0.10年）

県内5～10万人平均 15.8％

　 地方債や退職手当引当金といった実質債務の全てに対し，償還財源上限額をすべて償還
に充当した場合，何年で現在の債務を償還できるかを示す指標で，債務償還可能年数が短
いほど債務償還能力が高いと言えます。債務の償還原資を経常的な業務活動からどれだけ
確保できているかということは，債務償還能力を把握するうえで非常に重要な指標です。

一般会計等

51万円（△1万円） 59万円（△1万円）

社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産の形成コストを，将来の負担とな
る公債などの負債でどれだけ負担したのかを表します。
　この指標が高いほど，将来の世代が負担すべき割合が高いことを表します。

会計

-

龍ケ崎市 35万円（△1万円）

会計

龍ケ崎市
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Ⅳ

1 住民一人当たり行政コスト

【算出方法】
〔各行政コスト／住民基本台帳人口〕

※

※ (　)は対前年度比

Ⅴ

1 行政コスト対税収等比率

【算出方法】

〔純経常行政コスト／財源等（税収等＋国県等補助金）〕

※ (　)は対前年度比

Ⅵ

1 受益者負担の割合

【算出方法】

〔経常収益／経常費用〕

※ (　)は対前年度比

5万円 22万円 -

減価償却費
龍ケ崎市

県内5～10万人平均

補助金等
龍ケ崎市

県内5～10万人平均

4万円（±0万円）

行政コスト
龍ケ崎市

県内5～10万人平均 32万円 48万円

30万円（±0万円）

龍ケ崎市 3.9％(＋0.2％） 5.7％（±0％） 8.1％（△0.1％）

自立性・・・「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）」
　　　　　　　 を表す指標

行政コスト計算書の経常収益は，使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金
額ですので，これを経常費用と比較することにより，行政サービスの提供に対する受益者負
担の割合を算出することができます。

104.1％(△1.7％)

5万円（±0万円） 6万円（±0万円）

6万円（±0万円）

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

住民基本台帳人口は平成31年1月1日現在77,560人，令和2年1月1日現在77,222人を用
いています。

弾力性・・・「資産形成を行う余裕はどのくらいあるか」を表す指標

税収等のうち，どれだけが資産形成を伴わない行政コストに使われたのかを表します。この
比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ，さらに，100％を上回ると，過去
から蓄積された資産が取り崩されたことになります。

龍ケ崎市 107.7％(△2.1％) 103.9％(△2.3％)

24万円（±0万円） 30万円（＋1万円）

6万円 7万円

45万円（±0万円） 54万円（+1万円）

5万円（△1万円） 6万円（±0万円） 8万円（±0万円）

-

効率性・・・「行政サービスは効率的に提供されているか」を表す指標

行政サービス利用に対し，使用料・手数料などを差し引いた，住民一人当たりの行政運営
活動にかかるコストを表します。

会計 一般会計等 全体会計 連結会計

-

4万円 6万円 -

龍ケ崎市
県内5～10万人平均

人件費

県内5～10万人平均 4.1％ 7.8％ -

会計 一般会計等 全体会計 連結会計
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8　主な用語の解説

貸借対照表

【固定資産】

事業用資産

インフラ資産 社会基盤となる資産（例：道路，公園など）

物品 物品，車輛，美術品

無形固定資産 ソフトウェアなど

投資及び出資金 有価証券，出資金

投資損失引当金 保有株式の実質価額が著しく低下した場合の取得価格との差額

長期延滞債権 税金や使用料などで，1年を超えて収入未済となっているもの

長期貸付金 貸付金のうち償還期限到来まで1年を超える期間があるもの

基金

徴収不能引当金

【流動資産】

現金預金 現金や普通預金など

未収金 税金や使用料などの現年度の収入未済分

短期貸付金 貸付金のうち1年以内に償還期限が到来するもの

基金

棚卸資産 売却目的保有資産

徴収不能引当金

【固定負債】

地方債等

長期未払金

退職手当引当金 将来の退職者に対して給付すべきこととなる退職金

【流動負債】

未払金

未払費用

前受金

前受収益

賞与等引当金

預り金

1年以内償還予定地方債等

基準日時点までに支払義務発生の原因が発生しており，その金額が
確定し，または合理的に見積もることができるもの

一定の契約に従い，継続して役務の提供を受けている場合，基準日時
点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えて
いないもの

基準日時点において，第三者から寄託された資産に係る見返負債

市が資産形成する時などに発行する公債等のうち，1年以内に償還予
定のもの

減債基金のうち地方債償還に充当するまで1年を超える期間を予定し
ているもの，特定目的基金

公共サービスに供されている資産でインフラ資産，物品以外の資産
（例：庁舎，学校，文化会館など）

減債基金のうち1年以内に地方債償還に充当するもの，財政調整基金

未収金や短期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

長期延滞債権や長期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能
見込額

市が資産形成する時などに発行する公債等のうち，償還予定まで1年
を超える期間があるもの

地方自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされる
もの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

基準日時点において，代金の納入は受けているが，これに対する義務
の履行を行っていないもの

一定の契約に従い，継続して役務の提供を行う場合，基準日時点にお
いて未だに提供していない役務に対し支払を受けたもの

基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚生
費
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行政コスト計算書

【経常費用】
人件費 職員給与費，議員報酬，賞与や退職手当の引当金繰入額
物件費等

その他の業務費用 支払利息，徴収不能引当金繰入額，過年度分過誤納還付など

移転費用

【経常収益】
使用料及び手数料 サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭
その他 過料，預金利子など

【臨時損失】
災害復旧事業費，資産除売却損など

【臨時収益】
資産売却益，受取配当金など

純資産変動計算書

【純行政コスト】

【財源】

税収等 地方税，地方交付税，地方譲与税など

国県等補助金 国庫支出金，県支出金など

【固定資産等の変動】
有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少 固定資産の減価償却及び除売却額等

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少 貸付金の償還及び基金の取崩による減少額等

【資産評価差額】
有価証券等の評価差額

【無償所管換等】

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

資金収支計算書

【業務活動収支】
業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入 資産売却収入など行政活動を行う中で臨時的に収入されるもの
【投資活動収支】
投資活動支出

投資活動収入

【財務活動収支】
財務活動支出 地方債や借入金などの元金償還（地方債等償還支出）など
財務活動収入 地方債や借入金などの収入（地方債等発行収入）など

固定資産の形成による保有資産の増加額または形成のために支出し
た金額

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または形成のために
支出した金額

行政活動に係る費用のうち，人的なサービスや給付サービスなど，資産形成につながらない行政
サービスに係る費用

職員旅費，委託料，消耗品や備品購入費（50万円未満），施設等の維
持修繕経費，事業用資産の減価償却費など

税（税収等収入），国県等補助金（国県等補助金収入），使用料，手数
料（使用料及び手数料収入）

災害復旧事業費支出など行政サービスを行う中で臨時的に支出される
もの

人件費，物件費，地方債等の支払利息など（業務費用支出），補助金
等，社会保障給付，他会計への繰出金など（移転費用支出）

公共施設などの資産形成（公共施設等整備費支出），基金への積立
（基金積立金支出）など

公共施設などの資産形成に充てられた補助金収入（国県等補助金収
入），基金からの取崩（基金取崩収入）など

市民への補助金，生活保護費などの社会保障費，特別会計への資金
移動など
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